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不公正取引方法指令における「攻撃的取引方法（aggressive commercial 

practices）」の意義について――ドイツ UWG を参考にしながら 

 

                       龍谷大学法科大学院教授 中田邦博 

 

Ⅰ 2005 年「不公正取引方法指令」 

１ 「不公正取引方法指令」： 

正式名称は、事業者の消費者に対する不公正な取引方法に関する指令（2005/29/EC: OJ 

2005 L149/22）。（以下、別途指示しない限り、指令は同法を指す。）1 

２ 目的：消費者の経済的な利益を侵害する不公正な取引方法に関する加盟各国の法律、規

則及び行政規定を平準化させることにより、域内市場の機能を適正に発揮させるとともに、

高水準の消費者保護を実現すること（指令 1条）。 

 

３ 内容：事業者の消費者に対する不公正な取引方法を一般的に禁止する 

構造： 

「不公正（unfair）」 

 

―「誤認惹起的取引方法（misleading commercial practices）」 

 

―「攻撃的取引方法（aggressive commercial practices）」 

 

 個別規定（重要な規定群）：指令 5条から 9条 

→事業者の消費者に対する不公正な取引方法の禁止類型を個別に定めたもの。 

  

Ⅱ 不公正な取引方法の禁止 

１ 一般条項 

指令 5条；一般的規定であり、不公正な取引方法を禁止する（同条 1項）。 

 

「不公正な取引方法」：職業上の注意に反し、かつ、ある製品の提供を受ける「平均な消

費者」、又は、ある取引方法が特定の消費者集団に向けられている場合においては当該集団

の平均的な構成員をして、その製品に対する経済的行動を実質的に歪めさせ、もしくは著し

1 以下で引用する指令訳は、馬場圭太関西大学教授から提供を受けた訳を主に利用し、ま

た参照したものである。ここに記して馬場教授のご厚意に感謝の意を表したい。なお、中

田が独自に条文訳文を作成した場合には、別途指示した。後継の参考文献も訳文作成にお

いて参照した。 
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く歪めさせるおそれある場合である（同条 2項）。 

 

２ 平均的消費者の概念 

「平均的消費者」概念の基準→欧州司法裁判所の判決が前提となる。 

消費者概念の柔軟性への配慮：不公正取引方法指令は、取引方法が特定の消費者グループ

に向けられているときには、当該のグループの平均的構成員の視点から不正かどうかを評

価するものと定めている（後述の指令５条３項参照）。 

そのことによって、いわゆる一般的な集団における「平均的消費者」と区別して、身体的・

精神的障害、年齢、軽率さ、経験の欠如などの理由によって、特にその保護が必要となる消

費者グループを適切に保護することが可能となる。→「段階的消費者概念」 

 

３ 特に要保護性の高い（脆弱な）特定の消費者集団への配慮 

指令 5条３項は、年齢その他の理由から特に保護を必要とする（vulnerable）消費者の集

団に対して向けられた取引方法については、当該集団の平均的構成員を基準として、不公正

か否かが判断されるべきことを規定している。 

この基準が適用されるのは、①当該の取引方法が向けられている消費者集団が明確に特

定できる場合で、かつ、②当該消費者集団が特に保護を必要とすることについて、事業者に

おいて予見することが通常、期待できる場合である。 

cf. 指令 5 条３項「取引方法が、明確に特定された消費者集団の経済的行動を実質的に

歪めるおそれがあるものであり、かつ、事業者において、この消費者集団を、その精神的・

身体的障害、年齢、軽率さを理由に、当該の取引方法または取引方法の対象となる製品に対

して特に保護する必要性があること（particularly vulnerable）を予見することが合理的

に期待できる場合には、当該の取引方法は、この集団の平均的構成員を基準として評価され

る。 

この規定は、まったくあり得ないことの表明、または、その言葉の意味通りには受け取ら

れることのない表現を用いる広告で、それが一般的かつ法的に認められているものには適

用されない。」（中田訳） 

 

 

Ⅲ 攻撃的取引方法 

１ 緒論  

指令 6 条から 9 条まで：5 条は「不公正な取引方法」として、特に典型的な二つの類型、

すなわち誤認惹起的取引方法と攻撃的取引方法を規定する。 

 

指令 5条 4項の規定の構造： 

(a)誤認惹起的である場合（第 7条） 
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(b)攻撃的である場合（8条、9条）  

 

２ 「攻撃的取引方法」の内容 

⑴ 指令 8条の内容：「攻撃的取引方法」： 

「取引方法は、当該事実状況の下、当該すべての特徴及び事情を考慮して、困惑行為、有

形力の行使を含む強制又は不当な影響により、平均的消費者の当該製品に関する選択又は

行動の自由を著しく歪め又はそのおそれがあり、それによって平均的消費者に、それがなけ

ればしなかったであろう取引上の決定をさせ、またはそれをさせるおそれがある場合には、

攻撃的とみなされる。」 

 

⑵ 指令 9条の内容：「困惑行為、強制および不当な影響の行使」 

 本条には、指令 8条にいう「ハラスメント」、「強制」、「不当威圧」の有無の判断において

考慮されるべき諸事情が掲げられている。 

指令 9条；「取引方法が、困惑行為、有形力の行使を含む強制又は不当な影響を用いてい

るか否かを判断するにあたっては、次の事情を考慮する： 

(a) そのタイミング、場所、性質又はしつこさ； 

(b) 脅し又は不当な表現若しくは行動； 

(c) 事業者が、製品に関する消費者の決定に影響を与えるために、消費者の判断を歪める

ほど重大な不運又は特別事情につけ込むこと； 

(d) 消費者が契約を解除する権利又は製品若しくは事業者を取り替える権利を含む契約

上の諸権利を行使しようとする場合について事業者が課す、過大又は不均衡な契約外

のあらゆる障害； 

(e) 適法にすることができない行為をする旨のあらゆる脅し。」 

 

 ⑶ 不公正な取引方法のブラックリスト 

付表Ⅰは、「いかなる事情においても不公正とされる取引方法のリスト」（いわゆるブラッ

クリスト）である。いわゆる最大限の平準化のアプローチを採るものであり、この内容は、

すべての加盟国に、修正されることなく適用される（5 条 5 項）。そのうち、攻撃的取引方

法のリストを下記に掲げる。 

「攻撃的取引方法 

24. 消費者が契約を結ぶまでその場を離れることができないという印象を与えること。 

25. その場を離れる旨またはその場に再び現れない旨の消費者の要請を無視して、消費者

の自宅を個人訪問すること。ただし、契約上の債務を履行させることが国内法の下で認めら

れている場合を除く。 

26. 電話、ファックス，電子メールその他の遠隔通信手段により、反復されかつ招請されて

いない勧誘を行うこと。 
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27. 保険証券に基づく請求を望む消費者に対して、請求の有効性に関連するとみなすこと

が合理的に不可能な文書を提出するよう要求すること、または、この消費者に契約上の権利

を行使することを断念させるために、関連性を有する通信文に対して故意に返信しないこ

と。 

28. 広告のなかで、広告された生産物を購入する旨の、または、それを彼らに買い与えるよ

うに両親その他の大人を説得する旨の、子どもに対する直接的な推奨を含めること。この規

定は、テレビ放送に関する指令(89/552/EEC)16 条の適用を妨げない。 

29. 消費者により求められていないにもかかわらず事業者により供給された生産物に対す

る即時のもしくは繰り延べられた支払いを求めること、または、その返送もしくは保存を求

めること。ただし、当該生産物が、指令(97/7/EC)7 条 3 項に従って供給された代替品であ

る場合は、この限りでない。 

30. 消費者が当該生産物または役務を購入しないと、事業者の雇用または生活手段が危険

にさらされることを消費者に明示的に述べること。 

31. 実際には［以下のようである］にもかかわらず、消費者が賞品もしくは他の同等の利益

をすでに獲得した、これから獲得する，または、ある特定の行為を行うことで獲得するとい

う誤った印象を与えること。 

― 賞品も同等の利益も存在しない 

― 賞品または他の同等の利益の請求と関係する行為を行うことが、消費者の金銭の支払い

または費用の負担に従属している。」 

 

Ⅳ ドイツ不正競争防止法 

１ 意義 

⑴ ドイツ不正競争防止法（以下、UWG とする）の目的 

 同法の目的：競争事業者、消費者その他の市場参加者の不公正な取引行為からの保護、公

共の利益の保護を定める（ＵＷＧ１条１文。以下の条文は同法を指す） 

 

⑵ 不正競争防止法上の請求権 

同法によって許されないものとされる取引行為を行う事業者に対して、 

①競争事業者は、侵害の除去・差止め・損害賠償請求を行うことができる。 

②営業上または職業上の団体・適格消費者団体・商工会議所・手工業会議所は、侵害の除

去・差止め・利益剥奪請求を行うことができる（8条から 10 条）。 

 

⑶ 取引行為の概念 

 取引行為は、「自己または他の事業者のために行う、商品若しくは役務の販売若しくは購

入の促進又は商品若しくは役務に関する契約の締結若しくは履行と客観的に関連のある取

引の締結の前の、締結の際の、または締結の後のあらゆる行為をいう」（２条１項１号） 
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 →広告段階から契約締結後の行為までを広く把握できるものとなる。 

 

２ 攻撃的取引方法に関する規定（４a条） 

⑴ ４a 条 1 項 1 文：「消費者及びその他の市場参加者に、それがなければしなかったであ

ろう取引上の決定をさせ、またはそれをさせるおそれがある攻撃的な取引行為をした者は、

不正に行為したことになる。 

 

⑵ 同項２文：取引方法が攻撃的となるのは、具体的な場合において、すべての事情を考慮

して、消費者又はその他の市場参加者の決定自由を次のことを通じて重大に侵害した場合

である。 

１. 迷惑行為 

２. 有形力の行使を含む強制 

３. 不当な影響 

 

⑶ 同項３文：「不当な影響」となるのは、有形力を行使せず、またはそれを行使するとの

脅しに至らないものであって、情報を得た上で決定を下す消費者およびその他の市場参加

者の能力を相当程度、制限する方法で圧力をかけることで、消費者に対する優越的な立場を

利用する場合である。 

 

⑷ 同条 2項：指令 9条参照。 

３.「事業者が、消費者及びその他の市場参加者の判断を歪めるほど重大な不運または特

別事情を意図的に利用して、消費者およびその他の市場参加者の決定に影響を与えること」 

 

⑸ ４a 条 2 項２文：「上記３によって考慮されるべき事情となるのは、消費者における精

神的または身体的障害、年齢、取引上の経験の欠如、軽率さ、不安感または強制状態を利用

すること等、である」 

 

Ⅴ 若干のまとめ 

 EU 法の展開と加盟各国の対応――国内法化のプロセス 

 

 攻撃的取引方法の禁止はヨーロッパでのスタンダードとなっていることが確認できる。 

 

 比較法マトリックスを参照。 

  

ドイツでの国内法化の意味 
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、
7
条

2
4
条

、
2
5
条

9
g条

、
9
h
条

8
条

法
律

違
反

U
W

G
3
a条

L
1
3
2
-
2
条

以
下

不
公

正
な

取
引

行
為

の
ブ

ラ
ッ

ク
リ

ス
ト

3
条

(4
)'
d)

、
規

則
付

表
(1

)
2
3
条

、
2
6
条

5
条

5
項

誇
大

広
告

U
W

G
5
条

L
1
2
1
-
4

付
表

5
項

2
3
条

1
項

e
9
f条

5
号

付
表

5
項

お
と

り
広

告
U

W
G

5
条

L
1
2
1
-
4

付
表

6
項

2
3
条

1
項

f
9
f条

6
号

付
表

6
項

販
売

促
進

目
的

を
明

ら
か

に
し

な
い

論
説

記
事

U
W

G
5
a条

Ⅵ
L
1
2
1
-
4
 1

1
°

付
表

1
1
項

2
3
条

1
項

m
9
f条

1
1
号

付
表

1
1
項

比
較

広
告

U
W

G
６

条
L
1
2
2
-
1
条

～
L
1
2
2
-
7
条

2
0
0
8
年

事
業

者
保

護
規

則
4
条

、
5
条

D
l1

4
5
・
4
条

9
条

2
項

（
適

法
要

件
）
、

9
条

3
項

2
0
0
6
年

誤
認

惹
起

比
較

広
告

指
令

比
較

広
告

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

、
景

品
表

示
法

4
条

1
項

比
較

広
告

規
制

違
反

に
対

す
る

制
裁

下
記

参
照

L
1
3
2
-
2
5
条

D
l1

4
5
・
8
条

9
条

8
項

、
9
i条

相
手

に
受

忍
を

期
待

で
き

な
い

迷
惑

行
為

U
W

G
７

条
2
0
0
8
年

規
則

付
表

5
条

4
項

、
8
条

、
9
条

望
ま

れ
な

い
広

告
の

禁
止

同
条

１
号

電
話

広
告

２
号

L
1
2
1
-
7
条

3
°

付
表

2
6
項

2
6
条

１
項

c
9
h
条

3
号

付
表

2
6
項

電
子

機
器

に
よ

る
公

告
３

号
L
1
2
1
-
7
条

3
°

付
表

2
6
項

2
6
条

１
項

c
9
h
条

3
号

付
表

2
6
項

匿
名

の
通

信
に

よ
る

広
告

４
号

付
表

2
6
項

2
6
条

１
項

c
9
h
条

3
号

付
表

2
6
項

子
供

を
タ

ー
ゲ

ッ
ト

と
す

る
広

告
U

W
G

4
a条

Ⅱ
2

L
1
2
1
-
7
条

5
°

付
表

2
8
項

2
1
条

4
項

、
2
6
条

1
項

e
9
h
条

5
号

付
表

2
8
項

直
接

広
告

規
制

9
条

5
項

、
9
ｈ

条
、

2
0
0
6
年

法
5
条

4
項

、
8
条

、
9
条

直
接

広
告

の
適

法
要

件
U

W
G

７
条

2
0
0
6
年

法
1
1
条

電
子

メ
ー

ル
に

関
す

る
特

則
T
M

G
1
1
条

3
項

付
表

2
6
項

お
も

ち
ゃ

の
テ

レ
ビ

広
告

規
制

1
9
9
4
年

法
9
条

6
項

契
約

上
の

救
済

の
救

済
2
0
1
5
年

消
費

者
権

利
法

消
費

法
典

民
法

典

広
告

の
契

約
へ

の
取

り
込

み
B

G
B

4
3
4
条

1
項

３
文

L
2
1
7
-
4
条

9
条

2
項

(ｃ
)、

5
項

、
6
項

1
2
9
条

5
3
4
条

以
下

1
9
9
9
年

消
費

者
物

品
売

買
指

令
2
条

2
項

①
物

品
契

約
に

お
け

る
「

不
適

合
」

の
救

済
〇

〇
〇

〇
〇

参
考

資
料

　
広

告
と

消
費

者
　

広
告

規
制

の
比

較
法

マ
ト

リ
ッ

ク
ス

　
２

０
１

６
年

１
１

月
１

日
　

中
田

報
告
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規
制

内
容

ド
イ

ツ
法

フ
ラ

ン
ス

法
イ

ギ
リ

ス
法

イ
タ

リ
ア

法
ギ

リ
シ

ャ
法

E
U
法

日
本

法

①
の

救
済

：
短

期
の

拒
絶

権
×

×
2
0
条

4
項

×
×

①
の

救
済

：
修

補
請

求
権

、
代

替
請

求
権

〇
L
2
1
7
-
9
条

2
3
条

3
項

○
5
4
0
条

1
号

①
の

救
済

：
代

金
減

額
請

求
権

ま
た

は
最

終
的

な
拒

絶
権

〇
L
2
1
7
-
1
0
条

2
4
条

2
項

、
5
項

○
5
4
0
条

2
号

、
3
号

損
害

賠
償

請
求

権
〇

B
G

B
　

2
8
0
Ⅰ

L
2
1
7
-
1
3
条

民
法

1
4
9
4
条

5
4
3
条

、
5
4
4
条

②
サ

ー
ビ

ス
契

約
に

お
け

る
「

不
適

合
」

の
救

済
5
0
条

、
5
4
条

2
項

、
5
5
条

、
5
6
条

価
格

・
追

加
料

金
の

不
明

瞭
、

不
透

明
な

広
告

2
0
0
8
年

規
則

、
2
0
1
5
年

法

刑
事

的
規

制
規

則
6
条

1
項

(a
)～

（
ｃ
）
、

4
項

（
ｄ
）
（
e
)

民
事

的
救

済
下

記
救

済
、

2
0
1
5
年

法

判
例

法
に

よ
る

規
制

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
広

告
○

個
別

的
広

告
規

制

医
薬

品
広

告
規

制
○

L
.5

1
2
2
-
1
条

・
R

.5
1
2
2
-
1
条

以
下

○
〇

ア
ル

コ
ー

ル
飲

料
広

告
規

制
○

〇
（
自

主
規

制
）

直
接

的
広

告
規

制
○

L
.3

3
2
3
-
5
条

間
接

的
広

告
規

制
○

L
3
3
2
3
-
3
条

1
項

例
外

規
定

L
.3

3
2
3
-
2
条

1
項

タ
バ

コ
広

告
の

規
制

〇
○

　
※

2
○

自
主

規
制

組
織

〇
 Z

A
W

　
an

d 
W

e
rb

ra
t

国
際

商
業

会
議

所
、

事
業

者
広

告
規

制
機

構
A

S
A

、
規

則
1
9
条

4
項

IA
P

。
2
7
条

の
3

ギ
リ

シ
ャ

広
告

通
信

基
準

、
通

信
規

制
評

議
会

1
0
条

景
品

表
示

法
1
1
条

自
主

規
制

に
か

か
る

規
範

○
広

告
指

針
、

規
則

5
条

3
項

(b
)

2
7
条

の
2
、

IA
P

自
主

規
制

コ
ー

ド
ギ

リ
シ

ア
広

告
通

信
基

準
、

1
9
9
4
年

法
9
i条

4
項

各
業

界
の

公
正

競
争

規
約

自
主

規
制

組
織

が
講

じ
る

こ
と

の
で

き
る

手
段

ド
イ

ツ
広

告
審

査
会

で
の

審
査

規
制

内
容

決
定

韓
国

、
広

告
審

査
※

5
自

主
規

制
コ

ー
ド

違
反

の
有

無
を

審
査

審
査

結
果

の
公

表

自
主

規
制

組
織

の
広

告
是

正
要

求
の

可
否

警
告

の
み

○
※

5
違

反
行

為
の

差
止

命
令

救
済

方
法

2
0
0
8
年

規
則

1
1
条

刑
事

上
の

制
裁

U
W

G
1
6
条

か
ら

1
9
条

　
刑

法
　

住
居

の
平

穏
の

侵
害

　
強

要
罪

○
　

※
3

上
記

参
照

1
3
条

特
商

法
7
2
条

1
項

3
号

、
不

正
競

争
防

止
法

2
1
条

2
項

1
号

、
軽

犯
罪

法
1
条

3
4
号

行
政

上
の

制
裁

○
2
7
条

1
9
9
4
年

法
9
i条

1
1
条

景
品

表
示

法
6
条

、
独

占
禁

止
法

2
0
条

、
特

商
法

1
4
上

等

民
事

的
救

済
方

法
○

　
※

4
2
0
0
8
年

規
則

1
9
9
4
年

法
3
条

2
項

(各
国

法
に

よ
る

)、
1
2
条

除
去

請
求

権
○

※
4

○

撤
回

権
△

B
G

B
3
1
2
ｇ
、

3
5
5
(訪

問
販

売
な

ど
）

△
○

代
金

減
額

請
求

権
○

×
○

損
害

賠
償

請
求

権
○

B
G

B
（
U

W
G

は
競

争
事

業
者

の
み

）
○

○
○

○
独

占
禁

止
法

2
5
条

、
た

だ
し

2
6
条

、
不

正
競

争
防

止
法

4
条

差
止

請
求

○
○

？
1
3
9
条

1
項

、
2
7
条

2
，

3
,8

項
○

(適
格

消
費

者
団

体
)景

品
表

示
法

1
0
条

、
特

商
法

5
8
条

の
5
等

、
(競

争
事

業
者

)不
正

競
争

防
止

法
3
条

利
得

剥
奪

請
求

権
○

×

参
考

文
献

鹿
野

菜
穂

子
「
日

本
に

お
け

る
広

告
規

制
と

消
費

者
の

保
護

」
中

田
邦

博
・
鹿

野
菜

穂
子

編
『
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

消
費

者
法

・
広

告
規

制
法

の
動

向
と

日
本

法
』
、

2
0
1
1
年

、
日

本
評

論
社

、
2
1
3
～

2
3
7
頁

鹿
野

菜
穂

子
「
E
U

に
お

け
る

広
告

規
制

―
―

E
C

不
公

正
取

引
方

法
指

令
の

制
定

経
緯

と
指

令
の

概
要

」
中

田
邦

博
・
鹿

野
菜

穂
子

編
『
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

消
費

者
法

・
広

告
規

制
法

の
動

向
と

日
本

法
』
、

2
0
1
1
年

、
日

本
評

論
社

、
2
5
3
～

2
6
6
頁

鹿
野

菜
穂

子
「
イ

ギ
リ

ス
に

お
け

る
広

告
規

制
―

―
不

公
正

取
引

方
法

指
令

の
国

内
法

下
を

中
心

に
」
中

田
邦

博
・
鹿

野
菜

穂
子

編
『
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

消
費

者
法

・
広

告
規

制
法

の
動

向
と

日
本

法
』
、

2
0
1
1
年

、
日

本
評

論
社

、
3
2
0
～

3
3
2
頁

馬
場

圭
太

「
フ

ラ
ン

ス
に

お
け

る
広

告
規

制
」
中

田
邦

博
・
鹿

野
菜

穂
子

編
『
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

消
費

者
法

・
広

告
規

制
法

の
動

向
と

日
本

法
』
、

2
0
1
1
年

、
日

本
評

論
社

、
2
7
8
～

2
9
6
頁

中
田

邦
博

「
ド

イ
ツ

に
お

け
る

広
告

規
制

と
消

費
者

―
―

2
0
1
5
年

U
W

G
改

正
を

踏
ま

え
て

」
現

代
消

費
者

法
N

O
.3

2
　

4
8
～

5
5
頁

馬
場

圭
太

「
フ

ラ
ン

ス
広

告
規

制
法

の
基

本
構

造
と

現
況

」
現

代
消

費
者

法
N

O
.3

2
　

5
6
～

6
2
頁

菅
冨

美
枝

「
イ

ギ
リ

ス
に

お
け

る
広

告
規

制
―

―
自

主
規

制
か

ら
、

公
的

機
関

に
よ

る
監

視
・
抑

止
・
救

済
ま

で
」
現

代
消

費
者

法
N

O
.3

2
　

6
3
～

7
0
頁

谷
本

圭
子

「
イ

タ
リ

ア
に

お
け

る
広

告
規

制
と

消
費

者
」
現

代
消

費
者

法
N

O
.3

2
　

7
1
～

7
5
頁

カ
ラ

イ
ス

コ
ス

･ア
ン

ト
ニ

オ
ス

「
ギ

リ
シ

ャ
に

お
け

る
広

告
規

制
」
現

代
消

費
者

法
N

O
.3

2
　

7
6
～

8
1
頁

河
上

正
二

「
広

告
・
表

示
と

情
報

提
供

」
法

セ
7
4
0
号

、
2
0
1
6
年

1
2
0
頁
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